ポーランド民事訴訟法第1135⁵条の内容に関する告知


１．ポーランド共和国又は欧州連合の他の加盟国に住所若しくは常居所又は本店を有しない当事者又は手続参加人は、ポーランド共和国に居住する訴訟代理人を本件手続のために選任していない場合、……日以内にポーランド共和国における送達受領代理人を指定しなければならない。指定された期間内にこれを行わないときは、ポーランド民事訴訟法第1135⁵条の規定に基づき、当該当事者又は手続参加人に宛てた書面は事件記録に編綴することにより送達があったものとみなされる。
２．当事者又は手続参加人は、訴訟費用を負担するに足りる十分な資力を有しない場合、訴訟費用の免除及び無償の訴訟代理人の選任を求める申立てをすることができる。
当事者又は手続参加人が自然人である場合は、当該申立てに際し、自己及び家族に必要な生活を損なうことなく訴訟費用を負担することができない旨の申述書を添付しなければならない。この申述書には、申立人の家族状況、財産状況、収入及び生計の源泉に関する詳細な情報を記載しなければならない。
法人又は法律により権利能力を付与された法人格を有さない組織については、当該主体が訴訟費用を支払うに足りる資力を有しないことを立証した場合に限り、裁判所は訴訟費用の免除を認めることができる。
商事会社は、その社員又は株主が、会社の資産を増加させ、又は会社に対し貸付けを行うに足りる資力を有しないことについても、併せて立証しなければならない。
上記事項の規定は、唯一の社員又は株主が国庫である商事会社については、これを適用しない。
３．代理人は、弁護士又は法律顧問がなることができ、産業財産権に関する事件においては特許代理人も代理人となることができ、また再建手続及び破産手続に関する事件においては再建顧問の資格を有する者も代理人となることができる。さらに、当事者の財産又は利益の管理を行う者、及び当事者と継続的な委任関係にある者、並びに当該事件の対象が当該委任の範囲に属する場合に限り、共同訴訟人、及び当事者の配偶者、兄弟姉妹、直系卑属若しくは直系尊属及び当事者と養子縁組関係にある者も代理人となることができる。
法人又は法人格を有しないものを含む事業者の代理人は、当該主体の職員又はその上級機関の職員がなることもできる。別個の法令に基づき事業者、法人又はその他の組織に対して法務サービスを提供する法人は、当該主体から授権を受けている場合に限り、その法務サービスを提供する主体を代表して、弁護士又は法律顧問に訴訟代理権を授与することができる。
代理人は、子の親子関係の確定又は否認に関する事件及び扶養請求に関する事件において、社会福祉に関する事項を所管する地方公共団体の機関の代表者又は家族に対する支援を目的とする社会団体の代表者となることもできる。
農業者の代理人は、農業経営に関連する事件において、当該農業者が構成員である個人農業者の団体の代表者となることもできる。
代理人は、消費者の権利の保護に関連する事件において、定款上の任務として消費者の保護を目的とする団体の代表者となることができる。
発明創作の創作者の代理人は、産業財産権の保護に関連する事件において、産業財産権の促進及び発明創作の創作者に対する支援を目的とする団体の代表者になることもできる。

代理人は、訴訟代理人として選任された場合、最初の訴訟行為に際し、本人の署名を付した委任状又は認証された委任状の写しを本裁判所に提出しなければならない。

